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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）少なくとも一つのエチレン性不飽和１，２－ジカルボン酸又はその誘導体１～８
０モル％、
　（ｂ）少なくとも一つの炭素数１２～３０の不飽和モノカルボン酸又はその誘導体２～
８０モル％、
　（ｃ）少なくとも一つの５，０００ｇ／モル以下の数平均分子量を有するポリアルキレ
ンオキシアリルエーテル１～９０モル％、及び
　（ｄ）（ａ）、（ｂ）又は（ｃ）に該当しない更なる不飽和モノマー０～３０モル％
　（ただし、（ａ）～（ｄ）成分の各々のモル分率は、（ａ）～（ｄ）成分の合計に対す
るものである。）
　を共重合して得られる共重合体であって、
　前記（ａ）成分のエチレン性不飽和１，２－ジカルボン酸又はその誘導体が、マレイン
酸、フマル酸、イタコン酸、メサコン酸及びシトラコン酸、並びにこれらエチレン性不飽
和１，２－ジカルボン酸の無水物、イミド、モノエステル、ジエステル、モノアミド及び
ジアミドからなるグループから選ばれ、
　前記（ｂ）成分の不飽和モノカルボン酸又はその誘導体が、パルミトレイン酸、オレイ
ン酸、エライジン酸、シス－バクセン酸、リノール酸、α－及びγ－リノレン酸、エラエ
オステアリン酸（elaeostearic acid）、ジ－ホモ－γ－リノレン酸、アラキドン酸、エ
ルカ酸、ネルボン酸、ひまわり油脂肪酸及びトール油脂肪酸、並びにこれら不飽和モノカ
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ルボン酸のエステル及びアミドからなるグループから選ばれ、
　前記（ｃ）成分のポリアルキレンオキシアリルエーテルが、下記一般式（１）で表され
るものであり、

　　　　　ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＨ2－Ｏ－［ＡＯ］p－Ｒ1　　　　　（１）

（式中、ＡＯは、同じ分子中で同一であるか又は異なるものであって、エチレンオキシ単
位、プロピレンオキシ単位又はブチレンオキシ単位であり、
　Ｒ1は炭素数１～６のアルキルラジカル又はＣＯ－Ｒ2ラジカル（Ｒ2は炭素数１～６の
アルキルラジカル）であり、
　ｐはポリアルキレンオキシアリルエーテルの数平均分子量Ｍｎが５，０００ｇ／モル以
下であるように選択する。）
　前記（ｄ）成分の更なる不飽和モノマーが、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステ
ル、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、ビニルシクロへキサン、ビニルエ
ステル、アルキルビニルエーテル及びビニルポリエーテルからなるグループから選ばれる
ものである、
ことを特徴とする共重合体。
【請求項２】
　前記（ａ）成分のモル分率が２０～７０モル％、前記（ｂ）成分のモル分率が５～６０
モル％、前記（ｃ）成分のモル分率が５～６０モル％、及び前記（ｄ）成分のモル分率が
０～１５モル％であることを特徴とする、請求項１に記載の共重合体。
【請求項３】
　前記（ａ）成分のモル分率が４０～６５モル％、前記（ｂ）成分のモル分率が１０～４
０モル％、前記（ｃ）成分のモル分率が１０～４０モル％、及び前記（ｄ）成分のモル分
率が０～５モル％であることを特徴とする、請求項２に記載の共重合体。
【請求項４】
　前記（ａ）成分が、マレイン酸無水物であることを特徴とする請求項１～３のいずれか
に記載の共重合体。
【請求項５】
　前記（ｃ）成分のポリアルキレンオキシアリルエーテルが、下記の一般式（２）で表さ
れるものであることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の共重合体。

　　　ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＨ2－Ｏ－［ＥＯ］m［ＰＯ］n－Ｒ1　　　　　（２）

（式中、Ｒ1は炭素数１～６のアルキルラジカル又はＣＯ－Ｒ2ラジカル（Ｒ2は炭素数１
～６のアルキルラジカル）であり、
　ＥＯはエチレンオキシ基であり、
　ＰＯはプロピレンオキシ基であり、
　ｍとｎの和はポリアルキレンオキシアリルエーテルの数平均分子量Ｍｎが５，０００ｇ
／モル以下であるように選択する。）
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の共重合体とアンモニア、アミン、水、アミノアルコー
ル及び／又は水酸化アルカリ金属もしくは水酸化アルカリ土類金属との反応生成物であっ
て、
　前記共重合体のカルボキシル基及び／又は無水物基の全量又は一部をアミド化及び／又
はエステル化及び／又は中和、又は加水分解して得られる反応生成物。
【請求項７】
　（ａ）少なくとも一つのエチレン性不飽和１，２－ジカルボン酸又はその誘導体１～８
０モル％、
　（ｂ）少なくとも一つの炭素数１２～３０の不飽和モノカルボン酸又はその誘導体２～
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８０モル％、
　（ｃ）少なくとも一つの５，０００ｇ／モル以下の数平均分子量を有するポリアルキレ
ンオキシアリルエーテル１～９０モル％、及び
　（ｄ）（ａ）、（ｂ）又は（ｃ）に該当しない更なる不飽和モノマー０～３０モル％
　（ただし、（ａ）～（ｄ）成分の各々のモル分率は、（ａ）～（ｄ）成分の合計に対す
るものである。）
　を共重合することで請求項１～５のいずれかに記載の共重合体を製造する方法であって
、
　前記（ａ）成分のエチレン性不飽和１，２－ジカルボン酸又はその誘導体が、マレイン
酸、フマル酸、イタコン酸、メサコン酸及びシトラコン酸、並びにこれらエチレン性不飽
和１，２－ジカルボン酸の無水物、イミド、モノエステル、ジエステル、モノアミド及び
ジアミドからなるグループから選ばれ、
　前記（ｂ）成分の不飽和モノカルボン酸又はその誘導体が、パルミトレイン酸、オレイ
ン酸、エライジン酸、シス－バクセン酸、リノール酸、α－及びγ－リノレン酸、エラエ
オステアリン酸（elaeostearic acid）、ジ－ホモ－γ－リノレン酸、アラキドン酸、エ
ルカ酸、ネルボン酸、ひまわり油脂肪酸及びトール油脂肪酸、並びにこれら不飽和モノカ
ルボン酸のエステル及びアミドからなるグループから選ばれ、
　前記（ｃ）成分のポリアルキレンオキシアリルエーテルが、下記一般式（１）で表され
るものであり、

　　　　　ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＨ2－Ｏ－［ＡＯ］p－Ｒ1　　　　　（１）

（式中、ＡＯは、同じ分子中で同一であるか又は異なるものであって、エチレンオキシ単
位、プロピレンオキシ単位又はブチレンオキシ単位であり、
　Ｒ1は炭素数１～６のアルキルラジカル又はＣＯ－Ｒ2ラジカル（Ｒ2は炭素数１～６の
アルキルラジカル）であり、
　ｐはポリアルキレンオキシアリルエーテルの数平均分子量Ｍｎが５，０００ｇ／モル以
下であるように選択する。）
　前記（ｄ）成分の更なる不飽和モノマーが、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステ
ル、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、ビニルシクロへキサン、ビニルエ
ステル、アルキルビニルエーテル及びビニルポリエーテルからなるグループから選ばれる
ものである、
ことを特徴とする共重合体を製造する方法。
【請求項８】
　（ｂ）、（ｃ）及び必要に応じて（ｄ）に規定した成分を初期充填として導入し、つい
で、（ａ）の成分を、場合によっては触媒と同時に、量り入れることを特徴とする請求項
７に記載の方法。
【請求項９】
　（ａ）少なくとも一つのエチレン性不飽和１，２－ジカルボン酸又はその誘導体１～８
０モル％、
　（ｂ）少なくとも一つの炭素数１２～３０の不飽和モノカルボン酸又はその誘導体２～
８０モル％、
　（ｃ）少なくとも一つの５，０００ｇ／モル以下の数平均分子量を有するポリアルキレ
ンオキシアリルエーテル１～９０モル％、及び
　（ｄ）（ａ）、（ｂ）又は（ｃ）に該当しない更なる不飽和モノマー０～３０モル％
　（ただし、（ａ）～（ｄ）成分の各々のモル分率は、（ａ）～（ｄ）成分の合計に対す
るものである。）
　を共重合して得られた共重合体をアンモニア、アミン、水、アミノアルコール、水酸化
アルカリ金属及び水酸化アルカリ土類金属からなるグループから選ばれる一つ以上の化合
物と反応させて、該共重合体をカルボキシル基及び／又は無水物基の全量又は一部をアミ
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ド化及び／又はエステル化及び／又は中和、又は加水分解することで請求項６に記載の反
応生成物を製造する方法であって、
　前記（ａ）成分のエチレン性不飽和１，２－ジカルボン酸又はその誘導体が、マレイン
酸、フマル酸、イタコン酸、メサコン酸及びシトラコン酸、並びにこれらエチレン性不飽
和１，２－ジカルボン酸の無水物、イミド、モノエステル、ジエステル、モノアミド及び
ジアミドからなるグループから選ばれ、
　前記（ｂ）成分の不飽和モノカルボン酸又はその誘導体が、パルミトレイン酸、オレイ
ン酸、エライジン酸、シス－バクセン酸、リノール酸、α－及びγ－リノレン酸、エラエ
オステアリン酸（elaeostearic acid）、ジ－ホモ－γ－リノレン酸、アラキドン酸、エ
ルカ酸、ネルボン酸、ひまわり油脂肪酸及びトール油脂肪酸、並びにこれら不飽和モノカ
ルボン酸のエステル及びアミドからなるグループから選ばれ、
　前記（ｃ）成分のポリアルキレンオキシアリルエーテルが、下記一般式（１）で表され
るものであり、

　　　　　ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＨ2－Ｏ－［ＡＯ］p－Ｒ1　　　　　（１）

（式中、ＡＯは、同じ分子中で同一であるか又は異なるものであって、エチレンオキシ単
位、プロピレンオキシ単位又はブチレンオキシ単位であり、
　Ｒ1は炭素数１～６のアルキルラジカル又はＣＯ－Ｒ2ラジカル（Ｒ2は炭素数１～６の
アルキルラジカル）であり、
　ｐはポリアルキレンオキシアリルエーテルの数平均分子量Ｍｎが５，０００ｇ／モル以
下であるように選択する。）
　前記（ｄ）成分の更なる不飽和モノマーが、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステ
ル、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、ビニルシクロへキサン、ビニルエ
ステル、アルキルビニルエーテル及びビニルポリエーテルからなるグループから選ばれる
ものである、
ことを特徴とする反応生成物を製造する方法。
【請求項１０】
　請求項１～５のいずれかによる一つ以上の共重合体及び／又は請求項６のいずれかによ
る一つ以上の反応生成物と、
　有機溶剤、可塑剤及び／又は水と、
を含有する組成物。
【請求項１１】
　前記組成物がコーティング材料である、請求項１０に記載の組成物。
【請求項１２】
　前記組成物がペーストである、請求項１０に記載の組成物。
【請求項１３】
　前記組成物が成形用組成物である、請求項１０に記載の組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はジカルボン酸及び/又はそれらの誘導体、不飽和モノカルボン酸及びアリルポ
リエーテル誘導体に基づく共重合体に関するものである。更に、本発明はこれら共重合体
及びそれらの前駆体を製造する方法に関するものであり、また、この共重合体の使用、特
に湿潤剤及び分散剤としての使用に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　特に、色素の入った（pigmented）又はフィラーを含有するコーティング組成物の製造
に際し、コーティングシステム中に粒子状固形物が均一かつ微細に分散されることが重要
である。粒子状固形物が最適に混入されないと、凝集を起こしたり、光沢が損なわれたり
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、色相が変化したり、沈降が生じたり、流動性が損なわれたりする。この種のシステム中
に粒子状固体物を均一に混入することができるのは湿潤剤及び分散剤のみである。
【０００３】
　例えば、塗装の仕事のような各種のコーティング業に溶媒系（soloventborne）システ
ムが採用されるに伴い、ソルベントフリーのコーティングシステムに対する需要が一段と
増して来ている。システムの多様化を可能にするために、特定の目的や用途分野に使用で
きるように、オーダーメイドの湿潤剤及び分散剤への要望も増している。
【０００４】
　特許文献１（EP 1 142 972 A2）には、水系色素調剤（aqueous pigment preparation）
を製造するために不飽和ジカルボン酸とビニル官能性ポリエーテルとの共重合体を使用す
ることが記載されている。しかしながら、異なるオキシアルキレングリコール又はポリア
ルキレンオキシドビニルエーテルの入手が制限されているので、特定の系に合わせた共重
合体を提供することは非常に限られる。
【０００５】
　特許文献２（EP 0 542 033 A2）には、色素及び通例の助剤の他に、モノエチレン性不
飽和ジカルボン酸もしくはその無水物から得られる共重合体、及びモノオレフィン及び／
又はアルキルビニルエーテルから得られる共重合体を、色素調剤（pigment preparation
）に使用することが開示されている。しかしながら、オレフィンを使用すると、多くの場
合に、製品の湿潤及び分散作用に悪影響を及ぼす。更に、通常、炭化水素を共重合させた
共重合体中の炭化水素モノマー残渣が臭いの問題を生じること以外に、水系システムで使
用する時に濁りを生じる。
【０００６】
　特許文献３（GB 1,093,081）には、微粒子を分散させるためにマレイン酸誘導体とオレ
フィンとの共重合体を使用することも十分に開示されているが、これらの共重合体も上述
したようなデメリットがある。
【０００７】
　特許文献４（DE 195 08 655 A1）には、モノエチレン性不飽和ジカルボン酸又はそれら
の無水物と分岐オレフィンオリゴマーとの共重合体を使用することが記述されている。更
に、この共重合体にアリルアルキルエーテル又はモノエチレン性不飽和短鎖（例えばC3～
C10）モノカルボン酸を場合によっては共重合しても良いという記載がある。
【０００８】
　特許文献５（US 5,585,427）には、酸価が１未満である共重合体をつくるために、修飾
ジカルボン酸誘導体のポリエーテルと種々のビニル化合物との共重合が開示されている。
こうして得られたポリエーテルエステルは水媒質中で長期安定性に欠けるというデメリッ
トがある。
【０００９】
　特許文献６（DE 42 14 011 C1）には、特に革や毛皮を処理するために、二成分から成
る共重合体が記載されており、この共重合体はエチレン性不飽和ジカルボン酸無水物、ジ
カルボン酸エステル及び／又はジカルボン酸アミド、ならびに末端又はエキソ位置に二重
結合を有する不飽和化合物の重合により得られている。
【００１０】
　特許文献７（EP 0 831 104 A2）には、例えばマレイン酸のような不飽和酸反応化合物
、１－オレフィン及び１，１－二置換オレフィンとの三元共重合体が開示されている。こ
れらの三元共重合体には上述したようなデメリットがあり、更に、潤滑油の分散剤や炭化
水素燃料油の沈降防止剤として使用されている。
【００１１】
【特許文献１】ＥＰ　１　１４２　９７２　Ａ２
【特許文献２】ＥＰ　０　５４２　０３３　Ａ２
【特許文献３】ＧＢ　１，０９３，０８１
【特許文献４】ＤＥ　１９５　０８　６５５　Ａ１
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【特許文献５】ＵＳ　５，５８５，４２７
【特許文献６】ＤＥ　４２　１４　０１１　Ｃ１
【特許文献７】ＥＰ　０　８３１　１０４　Ａ２
【特許文献８】ＥＰ－Ａ－０　２７０　１２６
【特許文献９】ＤＥ－Ａ－３６　４３　００７
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明の目的の一つは、公知技術の問題点を改善できる共重合体及びそれらの前駆体を
提供することにある。該共重合体は湿潤剤及び分散剤として特に適しなければならず、公
知の共重合体のデメリットが無いものでなければならない。　更に、本発明の共重合体の
前駆体は、塗料やコーティングの分野より広い用途分野に対して可能な限りオーダーメイ
ド対応ができることである。したがって、選択する次の反応により、前駆体から得られる
生成物は、例えば、塗料、印刷インク、色素濃縮物（pigment concentrates）及び／又は
重合体組成物のような溶媒系、水系及び／又はソルベントフリー系システムで使用できる
ようにすることである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　（ａ）少なくとも一つのエチレン性不飽和１，２－ジカルボン酸誘導体の１～８０モル
％、
（ｂ）少なくとも一つの炭素数１２～３０の不飽和モノカルボン酸誘導体の２～８０モル
％、
（ｃ）少なくとも一つの５，０００ｇ／モル以下の数平均分子量を有するポリアルキレン
オキシアリルエーテルの１～９０モル％及び
（ｄ）（ａ）、（ｂ）又は（ｃ）に該当しない更なる不飽和モノマーの０～３０モル％を
共重合して得られる共重合体、ならびに該共重合体とアンモニア、アミン、水、アルコー
ル、アミノアルコール及び／又は水酸化アルカリ金属もしくは水酸化アルカリ土類金属と
の反応生成物を提供することで該目的を達成することができた。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の共重合体は固体物の湿潤剤及び分散剤として驚くほど適している。特に、水系
、溶媒系又は溶媒フリーの重合体組成物、塗料、ポリビニルクロライド、グラフィックイ
ンク、トナー、インクジェットインクのようなプリントインク、粉体コーティング材料又
はＵＶコーティング材料の湿潤剤及び分散剤として優れている。
　更に、本発明の共重合体の前駆体は、塗料やコーティングの分野より広い用途分野に対
して可能な限りオーダーメイド対応ができる。また、前駆体から得られる生成物は、例え
ば、塗料、印刷インク、色素濃縮物及び／又は重合体組成物のような溶媒系、水系及び／
又はソルベントフリー系システムで使用できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　モノマー（ａ）
　モノマー（ａ）はエチレン性不飽和１，２－ジカルボン酸化合物、特に、炭素数４～８
の１，２－ジカルボン酸無水物であり、無水マレイン酸が好ましい。
【００１６】
　その代わりとして、又はこれとの組み合わせで、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、
メサコン酸及びシトラコン酸のような１，２－ジカルボン酸化合物のモノエステル又はジ
エステルをモノマー（ａ）として使用することができる。かかるエステル用のアルコール
は炭素数１～３０の直鎖又は分岐のアルコールであり、所望により脂環式基、芳香族基及
び／又は脂肪族（araliphatic）基を有する。適切なアルコールには該アルコールのＣ1～
Ｃ4アルキレンオキシド付加物が含まれ、例えば、２－ブトキシエタノール、ジエチレン
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グリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレ
ングリコールモノメチルエーテル、２－フェノキシエタノール又は２－（２－フェノキシ
エトキシ）エタノールのようなものである。
【００１７】
　加えて、モノマー（ａ）として明記できるモノマーは、例えば、マレイン酸モノブチル
エステル、マレイン酸ジブチルエステル、マレイン酸モノオクタデシルエステル、マレイ
ン酸モノオクタデシル３　EOエステル, マレイン酸ジメチルエステル、マレイン酸ジ－２
－エチルヘキシルエステル、フマル酸ジ－２－エチルヘキシルエステル、マレイン酸ジイ
ソトリデシルエステル及びフマル酸ジオクタデシルエステルが挙げられる。
【００１８】
　更に、モノマー（ａ）として、また、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、メサコン酸
及びシトラコン酸を含んで、単量の１，２－ジカルボン酸誘導体のモノアミド、ジアミド
及びイミドを挙げることができる。これらの化合物は第一級及び／又は第二級アミンもし
くは炭素数１～２０のアミノアルコール、及びアンモニアに基づくものである。これらの
化合物の具体例として、Ｎ－シクロヘキシルマレイン酸アミド、Ｎ－オクタデセニルマレ
イン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ジブチルマレイン酸アミド、Ｎ－ベンジルマレイン酸アミド及
びＮ，Ｎ’－ジイソトリデシルマレイン酸アミドが挙げられる。
【００１９】
　モノマー（ａ）はそれぞれ単独で、もしくは２以上のモノマー（ａ）を組み合わせて用
いることができ、１～８０モル％、好ましくは５～７５モル％、より好ましくは２０～７
０モル％、さらに好ましくは４０～６５モル％の割合でモノマー混合物中に存在させる。
モノマー（ａ）の割合が１モル％より少ないと分散される固体物への吸収が弱くなり、８
０モル％より多いと立体安定性に必要な吸収層が拡張されない。
【００２０】
　共重合体を水系システムで湿潤剤及び分散剤として使用する場合には、モノマー（ａ）
、（ｂ）、（ｃ）及び（ｄ）の合計に対して２０～８０モル％、特に４０～７０モル％の
割合のモノマー（ａ）を使用するのが望ましい。水系システム用にデザインした共重合体
中のモノマー（ａ）の割合が２０モル％より少ないと、ほとんどの場合において水溶解性
が十分でない。
【００２１】
　非水系システム及び／又は成形用組成物に使用する場合には、モノマー（ａ）、（ｂ）
、（ｃ）及び（ｄ）の合計に対して１～７０モル％、特に５～６５モル％の割合のモノマ
ー（ａ）を使用するのが望ましい。この場合のモノマー（ａ）の割合が７０モル％より多
いと十分な相溶性が得られないことが多く、特に、非常に無極性のコーティングシステム
又は成形用組成物でそのことが生じる。
【００２２】
　モノマー（ｂ）
　モノマー（ｂ）は炭素数１２～３０の不飽和モノカルボン酸誘導体であり、合成及び天
然由来の炭素数１２～３０のモノカルボン酸及びその誘導体から成るものである。特に、
１以上の炭素－炭素二重結合有し、炭素数１２－３０のモノカルボン酸で、天然物由来の
ものが好ましい。パルミトレイン酸（例えば、海洋性動物や種油から）、オレイン酸（例
えば、ヤシ油から）、エライジン酸、シス－バクセン酸、リノール酸（例えば、野菜油か
ら）、α－及びγ－リノレン酸（例えば、野菜油から）、エレオステアリン酸（例えば、
野菜油から）、ジ－ホモ－γ－リノレン酸、アラキドン酸（例えば、肝臓や動物脂肪から
）、エルカ酸及びネルボン酸などを例示することができる。これらの脂肪酸は、例えば、
混合物としても使用することができる。また、既にこれらの脂肪酸、又はこれらの混合物
から成る天然製品の使用が特に適している。したがって、リノール酸やオレイン酸含有量
が豊富な抱合型ひまわり油脂肪酸、又はリノール酸含有量が豊富なトール油脂肪酸のもの
も使用できる。これらの天然製品は市販されており、有利な価格で、かつ十分な純度で入
手できる。かかる天然製品中にたまに存在する飽和脂肪酸の割合はできるだけ低くすべき
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であり、モノマー（ｂ）の全重量基準で２０重量％未満が好ましく、１０重量％未満がよ
り好ましく、５％未満がさらに好ましい。直鎖のモノカルボン酸で、その分子中の二重結
合が分子の末端やエキソ位置ではなく中央か中央付近にあるものが好ましい。このことに
より、共重合中に、二重結合の両サイドにある分子末端が共重合体の基幹の両側枝となる
。モノマー（ｂ）として使用する不飽和モノカルボン酸をモノマー（ａ）の所でエステル
化成分として記述したアルコール、又はモノマー（ａ）所でアミド化成分として記述した
アミンで全体的もしくは部分的にエステル化することができる。
【００２３】
　モノマー（ｂ）として不飽和モノカルボン酸誘導体を使用などの工夫をすることにより
、公知の通例の分散剤に入っているオレフィンに起因するデメリットを避けることが可能
となった。一方、カルボキシ基によりポリマーに極性が追加されるので、水システムや極
性システム中での分散に寄与する。他方、重合後に残存するモノマー残渣がどのようなも
のであっても、オレフィンを使用した場合に比べて水システムや極性システムにおける破
壊が遥かに少ない。更に、カルボキシル基は色素表面上で吸収プロモーターとして適して
いることが判明した。
【００２４】
　モノマー（ｂ）はそれぞれ単独で、もしくは２以上のモノマー（ｂ）を組み合わせて用
いることができ、２～８０モル％、好ましくは５～６０モル％、より好ましくは１０～４
０モル％の割合で共重合体に存在する。
【００２５】
　共重合体を水系システムで湿潤剤及び分散剤として使用する場合には、モノマー（ａ）
、（ｂ）、（ｃ）及び（ｄ）の合計に対して５～６０モル％、特に５～４０モル％の割合
のモノマー（ｂ）を使用した方が良い。とりわけ、炭素数１２～１８の不飽和モノカルボ
ン酸を使用することも望ましい。
【００２６】
　非水系システム及び／又は成形用組成物に使用する場合には、モノマー（ａ）、（ｂ）
、（ｃ）及び（ｄ）の合計に対して５～８０モル％、特に１０～６０モル％の割合のモノ
マー（ｂ）を使用するのが望ましい。とりわけ、炭素数１６～３０の不飽和モノカルボン
酸を使用することも望ましい。
【００２７】
　モノマー（ｃ）
　モノマー（ｃ）はポリアルキレンオキシアリルエーテル（アリルポリエーテル誘導体）
であり、下記の一般式（１）で表されるものが好ましい。

　　　ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＨ2－Ｏ－[ＡＯ］p－Ｒ1　　　　　（１）

　ここで、ＡＯは炭素数２～１０のアルキレンオキシ単位、Ｒ1は水素、炭素数１～６の
アルキルラジカル又はＣＯ－Ｒ2ラジカル、Ｒ2は炭素数１～６のアルキルラジカル、及び
ｐはアリルポリエーテル誘導体の数平均分子量Ｍｎが５、０００ｇ／モル以下となるよう
に選択する。
【００２８】
　しかしながら、モノマー(ａ)としてカルボン酸無水物を使用すると重合中に望まない無
水物環の開環が起こるので、モノマー（ｃ）としては水酸基を有しないものが好ましい。
【００２９】
　同じ分子中のＡＯはそれぞれ同一又は異なる炭素数２～１０のアルキレンオキシ単位を
意味する。ＡＯとしては、エチレンオキシ（＝ＥＯ）単位又はプロピレンオキシ（＝ＰＯ
）単位が好ましい。アリルポリエーテル誘導体のポリエーテル部分の化学組成及び分子量
により、共重合体の水溶解性及び／又は極性をコントロールすることができる。したがっ
て、例えば、ＥＯ－及びＰＯ－を有しているアリルポリエーテル中のＥＯ部分を増加する
と共重合体の親水性を増加させることができるので、水系システムシステムに適切なもの
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となる。
【００３０】
　ＥＯ／ＰＯアリルポリエーテル誘導体は下記の一般式（２）で表される。

　　　ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＨ2－Ｏ－[ＥＯ］m－[ＰＯ］n－Ｒ1　　　　　（２）

　ここで、Ｒ1は前述したものと同じであり、ｍとｎの和は前述のｐに対応する。すなわ
ち、ｍとｎはアリルポリエーテル誘導体の数平均分子量Ｍｎが５，０００ｇ／モル以下と
なるように選択する。
【００３１】
　モノマー（ｃ）のＭｎが５，０００ｇ／モルを超える場合には、得られる共重合体の分
子量が大き過ぎ、十分な溶解性や幅広い相溶性を持つことができなくなる。
　アリルポリエーテル誘導体の数平均分子量Ｍｎとして２００以上が好ましい。
　モノマー（ｃ）の分子量は約３００～３，０００ｇ／モルが好ましく、４００～２，０
００ｇ／モルがより好ましい範囲である。
【００３２】
　下記のアリルポリエーテル誘導体の使用が好ましい；
ポリオキシエチレンアリルメチルエーテル、ポリオキシプロピレンモノアリルメチルエー
テル、ポリオキシプロピレンモノアリルエーテルモノアセテート、ポリオキシエチレン－
ポリオキシプロピレンアリルメチルエーテル。これらは、例えば、Ｕniox　PKAR、Unisaf
e  PKAR及びUnicelin PKARの商標で日本油脂株式会社から入手できるものである。異なる
アルキレンオキシ単位を有す一般式（２）ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＨ2－Ｏ－[ＥＯ］m－[ＰＯ］n

－Ｒ1のアリルポリエーテルを使用する場合には、例えば、異なるアルキレンオキシ単位
（この場合は[ＥＯ]及び[ＰＯ]がポリアルキレンオキシ基にランダムに分散したものでも
、勾配構造又はブロック構造として存在するものでも良い。
【００３３】
　これらのアリルポリエーテルは、アリルアルコールと、特にエチレンオキサイド、プロ
ピレンオキサイド及び／又はブチレンオキサイドのようなオキシランとから公知の方法を
用いて製造することができる。上述の添字ｍ及びｎはモル比を適切に選ぶことによりコン
トロールできる。更に、よく知られている方法を用いて、オキシランのシークエンスを選
択すれは、異なるブロックポリアルキレンオキシドラジカル又はランダムに分散したポリ
アルキレンオキシドラジカルを製造することができる。
【００３４】
　モノマー（ｃ）はそれぞれ単独で、もしくは２以上のモノマー（ｃ）を組み合わせて用
いることができ、１～９０モル％、好ましくは５～６０モル％、より好ましくは１０～４
０モル％の割合で共重合体に存在する。モノマー（ｃ）の割合が１モル％より少ない場合
は、分散される粒子の表面に十分な吸収層を設けることができないし、９０モル％より多
い場合は、粒子表面への親和性が低過ぎる。とりわけ、片方は相対的に疎水性のアルキレ
ンオキシ鎖、もう片方は相対的に親水性のアルキレンオキシ鎖というように2種の異なる
モノマー（ｃ）の混合物を使用すればメリットがあることが判明している。このように2
種以上のモノマー（ｃ）の混合物を含む共重合体は、特に、多面的に有用であり、かつ普
遍的な湿潤剤及び分散剤として使用できる。
【００３５】
　共重合体を水系システムで湿潤剤及び分散剤として使用する場合には、モノマー（ａ）
、（ｂ）、（ｃ）及び（ｄ）の合計に対して５～５０モル％、特に１５～４５モル％の割
合のモノマー（ｃ）を使用するのが望ましい。水系システム用に企図した共重合体中のモ
ノマー（ｃ）の割合が５モル％より少ないと水溶解性が低下する。更に、とりわけ、ＥＯ
のように格段の親水性を有するアルキレンオキシ基の存在がメリットに繋がる。
【００３６】
　非水系システム及び／又は成形用組成物に使用する場合には、モノマー（ａ）、（ｂ）
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、（ｃ）及び（ｄ）の合計に対して５～６５モル％、特に１０～５０モル％の割合のモノ
マー（ｃ）を使用するのが望ましい。更に、とりわけ、ＰＯのようにより顕著ではない親
水性の性質を有するアルキレンオキシ基の存在がメリットに繋がる。
【００３７】
　モノマー（ｄ）
　モノマー（ｄ）として、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、
プロピル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリ
レート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、
ラウリル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ
）アクリレート、トリフルオロメチル（メタ）アクリレート、ヘキサフルオロプロピル（
メタ）アクリレート、テトラフルオロプロピル（メタ）アクリレート、プロピレングリコ
ールモノ（メタ）アクリレート類及びポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート
類のようなアクリル酸エステル及び／又はメタクリル酸エステル；スチレン、α－メチル
スチレン、ビニルトルエン及びビニルシクロヘキサン；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル
、ブタン酸ビニル、ヘキサン酸ビニル、オクタン酸ビニル、デカン酸ビニル、ステアリン
酸ビニル、パルミチン酸ビニル、プロピオン酸ビニル、アジピン酸ジビニル、セバシン酸
ジビニル、２－エチルヘキサン酸ビニル及びトリフルオロ酢酸ビニルのような脂肪族又は
芳香族カルボン酸のビニルエステル類；又は酢酸アリル、プロピオン酸アリル、ブタン酸
アリル、ヘキサン酸アリル、オクタン酸アリル、デカン酸アリル、ステアリン酸アリル、
パルミチン酸アリル、サリチル酸アリル、乳酸アリル、シュウ酸ジアリル、ステアリン酸
アリル、コハク酸ジアリル、グルタール酸ジアリル、アジピン酸ジアリル、ピメリン酸ジ
アリル、マレイン酸ジアリル、フタル酸ジアリル及びイソフタル酸ジアリルのような脂肪
族又は芳香族のアリルエステル類；ビニルエチルエーテル及び／又はビニルポリエーテル
のようなアルキルビニルエーテル類が例示することができる。
【００３８】
　これらのモノマーは分散作用に決定的に重要なものではないが、種々の用途分野に必要
とされる共重合体の性質、特に相溶性、を細かく調整するために本質的に作用する。
【００３９】
　モノマー（ｄ）はそれぞれ単独で、もしくは２以上のモノマー（ｄ）を組み合わせて用
いることができ、０～３０モル％、好ましくは０～１５モル％、より好ましくは０～５モ
ル％、さらに好ましくは未だ０モル％、の割合で共重合体に存在する。
【００４０】
　共重合体を水系システムで湿潤剤及び分散剤として使用する場合には、モノマー（ｄ）
、（ｂ）、（ｃ）及び（ｄ）の合計に対して０～２０モル％、特に０～５モル％の割合の
モノマー（ｄ）の使用が望ましい。
【００４１】
　非水系システム及び／又は成形用組成物に使用する場合には、モノマー（ａ）、（ｂ）
、（ｃ）及び（ｄ）の合計に対して０～２５モル％、特に０～１０モル％の割合のモノマ
ー（ｄ）を使用するのが望ましい。
【００４２】
本発明の共重合体及びその前駆体の製造
　本発明の共重合体は、エマルジョン、サスペンジョン、析出、溶液及びバルク重合のよ
うな既知の良く使用される重合方法で製造することができる。その中でも、フリーラジカ
ル溶液重合及びバルク重合が好ましい。
【００４３】
　重合のために、初期充填にモノマーの全部又は幾らかを入れ、そして、重合の途中にフ
リーラジカル開始剤を量り入れるのが良い。重合は通常の容器、必要に応じて耐圧容器を
用いて行い、この容器には攪拌機、供給槽及び計量装置を取り付ける。
【００４４】
　モノマー（ｂ）及び／又は（ｃ）を初期充填に含め、この初期充填をモノマー（ａ）と
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一緒にゆっくり供給するのが望ましい。これは、マレイン酸無水物のような可溶性の低い
ジカルボン酸誘導体をモノマー(ａ)として使用する場合に、望ましい方法である。このよ
うな場合に、モノマー(ａ)を反応開始剤と一緒に数時間以内で、好ましくは４時間未満で
、より好ましくは約２時間以内で加えるのが良い。反応後、更に数時間まで、好ましくは
４時間未満、より好ましくは約２時間の重合後の反応時間を設けて、ついで、例えば核磁
気共鳴分光法を使って重合反応の完結を確認する。この重合後の反応時間内に、更にモノ
マー（ａ）及び必要に応じて開始剤を加えることで反応完結度を向上させる場合がある。
【００４５】
　使用する重合方法によるが、公知技術と同じように、粘度によって、バルクで又は適切
な溶媒、混合溶媒もしくは他の適切なキャリア媒体の存在下で本発明の化合物を製造する
ことができる。トルエン、キシレン、脂肪族及び／又は脂環式石油留分のような炭化水素
；クロロホルム、トリクロロエタンのような塩素化炭化水素；ジオキサン、テトラヒドロ
フラン、ポリアルキレングリコールジアルキルエーテルのような環状及びアクリル酸エー
テル；酢酸エチル、酢酸ブチル、ブチルラクトン、フタル酸エステルのようなエステル；
又は他の可塑剤、ジカルボン酸もしくはポリカルボン酸エステル、Ｃ2-4ジカルボン酸の
ジアルキルエステル「二塩基エステル“Dibasic  Ester”と称する」；エチルグリコール
酢酸エステル、メトキシプロピル酢酸エステルのようなアルキルグリコールエステル；メ
チルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、アセトンのようなケトン；プロピレングリコ
ールのような脂肪族アルコール；２－ブトキシ－エタノール、ジエチレングリコールモノ
ブチルエーテル、トリエチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモ
ノメチルエーテル、２－フェノキシエタノールもしくは２－(２－フェノキシエトキシ)エ
タノールのようなエーテルアルコール；ポリエーテル；ジメチルホルムアミド、N－メチ
ルピロリドンのような酸アミドなどが例示できる。使用を企図している分野に合わせて溶
媒もしくは混合溶媒及び／又はキャリア媒体を選択するのが良い。例えば、水希釈可能コ
ーティングシステム又は色素合成後の水系サスペンジョンのコーティング色素に用いる本
発明の化合物には、完全に、又は部分的に水希釈可能な溶媒を使用することが良い。　例
えば、使用する製品がVOC（揮発性有機化合物）の存在を嫌うような用途の場合には、で
きるだけ溶媒フリーの仕様とするか、相当の高沸点のキャリア媒体を使用する仕様とすべ
きである。
【００４６】
　用途分野により、合成に使用した溶媒を反応混合物にそのまま残存させるか、完全に、
又は部分的に除去し、必要に応じて他の溶媒かキャリア媒体で置換することができる。相
溶性によるが、本発明の共重合体はレジン、レジン溶液、反応性希釈剤、バインダー、又
は他の湿潤剤及び分散剤、抗沈降剤、シリコンのような表面活性添加剤のようなものと結
合させることができる。
【００４７】
　減圧下及び／又は水を加えて共沸させるなどの適切な方法で、溶媒を完全に又は部分的
に、蒸留などにより除去することができる。その代わりとして、脂肪族炭化水素、例えば
ヘキサンのような非溶媒を加え沈殿させ、ついでろ過して活性物質を分離することができ
、必要に応じて分離したものは乾燥する。このようにして得られた活性物質は特定の用途
分野に適した溶媒で希釈することができるし、必要に応じて粉体コーティングの場合のよ
うに希釈していない形で使用することもできる。必要に応じて減圧下及び／又は水を加え
共沸させるなどの適切な方法を用いて、共重合体溶液の溶媒を蒸留して除去した後、適切
な高沸点溶媒を加える。このようにして、生成物を特定の用途分野に適したキャリア媒体
に移すことができる。
【００４８】
　更に、大多数の場合に、本発明の共重合体製造用のモノマーは溶媒をまったく使用しな
いで共重合体を製造することができる。したがって、重合溶媒を除去する必要が無くなる
ので、共重合体を溶媒フリー又は水系システムで使用する場合にメリットとなる。
　望ましくは一般的に使用されているフリーラジカルを形成する開始剤の存在下で、好ま
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しくは６０～２２０℃、より好ましくは１００～１８０℃、非常に好ましくは１２０～１
６０℃で共重合を行う。
【００４９】
　フリーラジカル開始剤は過酸化物、ヒドロ過酸化物、過硫酸塩、アゾ化合物及びレドッ
クス触媒から選ぶのが良い。レドックス触媒はアルコルビン酸、グルコース、亜硫酸水素
塩のような酸化成分と還元成分から成るものである。好ましいものとして、２，２－アゾ
ジ（イソブチロニトリル）、２，２－アゾジ（２－メチルブチロニトリル）、ｔ－ブチル
－過マレイン酸塩、ｔ－ブチルパーオキシイソプロピルカーボネート、ｔ－ブチルパーベ
ンゾエート（TBPB）,  ジクミルパーオキシド、ジ－ｔ－アミルパーオキシド、クメンヒ
ドロパーオキシド、ｔ－ブチルヒドロパーオキシド、ジドデカノイルパーオキシド、ジベ
ンゾイルパーオキシド、ｔｅｒｔ－ブチルパーアセテート、ｔｅｒｔ－ブチル－２－メチ
ルパープロピネートがあり、特に、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔｅｒｔ－ブチルパ
ーオキシ）ヘキサン及びジ－ｔ－ブチルパーオキシドが好ましい。メリットのある開始剤
の使用量は用いるモノマーを基準にして０．１～１０重量％、好ましくは０．２～５重量
％である。
【００５０】
　本発明の共重合体の数平均分子量は１，０００～５０，０００ｇ／モル、好ましくは１
，５００～２５，０００ｇ／モルである。
【００５１】
　共重合体の分子量及び分子量分布は適用する反応の条件、特に、開始剤の種類と量、モ
ノマーの比率及び重合温度に影響される。あるケースでは、一緒に通常用いられる重合調
節剤を使用することが理に適っている。その重合調節剤としては短鎖アルデヒド、特に、
メルカプト酢酸、メルカプトプロピオン酸、ｎ－ドデシルメルカプタン、ｔ－ドデシルメ
ルカプタン、メルカプトエタノール及びチオグリコール酸エステルのような硫黄化合物を
使用するのが通例である。例えば、これらの調節剤の使用量は０．１～５重量％である。
【００５２】
　重合を行うために、所望に応じ窒素ガスのような不活性ガス雰囲気下で、初期充填した
モノマーを反応温度まで加熱する。フリーラジカル開始剤を別に量り入れるが、場合によ
ってはモノマー（ａ）と同時に加えても良い。調節剤についても同様にする。
【００５３】
　このようにして得られた共重合体は分散剤として直接使用することができる。一方、得
られた共重合体の湿潤性能及び分散性能の制御をより発揮させるために、共重合体のカル
ボキシル基及び／又は無水物基の全量又は一部を最初にアミド化及び／又はエステル化及
び／又は中和、又は加水分解することもできる。
【００５４】
　かかる目的のために、必要に応じてｐ－トルエンスルホン酸、アルキルベンゼンスルホ
ン酸のようなスルホン酸もしくはジブチル錫ジラウレート、テトラアルコシキチタンのよ
うな有機金属化合物などの適した通例の触媒の存在下に、この共重合体を、所望により加
圧し、２０～２５０℃、好ましくは５０～２００℃で選択したアルコール、アミン及び／
又はアミノアルコールを混合するのが有利である。　この反応はバルク又は適切な不活性
溶媒中で行う。この反応速度は単量カルボン酸無水物の反応速度に似ており、反応は一般
的に１～６時間で終了する。部分的加溶媒分解の場合には、共重合体中に無水物基が残存
しており、これらは水で加水分解するか、所望により、水酸化アルカリ金属、水酸化アル
カリ土類金属、アンモニア水溶液及び／又はアミノアルコールで中和することができるし
、共重合体中に未反応のまま残すこともできる。
【００５５】
　所望により、加水分解はその次に行う共重合体の中和処理と同時に行うこともできる。
　これはアルコール、アミン及び／又はアミノアルコールと反応していない重合体に同じ
ように適用する。
【００５６】
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　アンモニア、及び一般に炭素数１～５０、好ましくは炭素数２～３０の第１級及び第２
級アミンを使用してアミドを形成する。メチルアミン、エチルアミン、ｎ－プロピルアミ
ン、イソプロピルアミン、ｎ－ブチルアミン、イソブチルアミン、ヘキシルアミン、シク
ロヘキシルアミン、メチルシクロヘキシルアミン、２－エチルヘキシルアミン、ｎ－オク
チルアミン、イソトリデシルアミン、獣脂脂肪族アミン、ステアリルアミン及びオレイル
アミン、及び　ジメチルアミン、ジエチルアミン、ジ－ｎ－プロピルアミン、ジイソプロ
ピルアミン、ジ－ｎ－ブチルアミン、ジイソブチルアミン、ジヘキシルアミン、ジシクロ
ヘキシルアミン、Ｎ－メチル－シクロヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ビス（メチルシクロヘキ
シル）アミン、ジ－２－エチルヘキシルアミン、ジ－ｎ－オクチルアミン、ジイソトリデ
シルアミン、ジ－獣脂脂肪族アミン、ジステアリルアミン及びジオレイルアミンのような
飽和及び不飽和脂肪族アミンならびに脂環式アミン；アニリン、ナフチルアミン、ｏ－、
ｍ－及びｐ－トルイジン及び２－フェニルエチルアミン、ならびにＮ－エチル－ｏ－トル
イジンのような芳香族アミン；エタノールアミン、ｎ－プロパノールアミン、アミノメチ
ルプロパノール、ジエタノールアミン及びジ－ｎ－プロパノールアミンのようなアルカノ
ールアミン；モルフォリン、４，９－ジオキサドデカン－１，１２－ジアミン、４，７，
１０－トリオキサトリデカン－１，１３－ジアミン、ビス（３－アミノプロピル）ポリテ
トラヒドロフラン及びアミン端末ポリオキシアルキレンアミン（市販品：huntsman社のJe
ffamines）のようなエーテルアミン及びポリエーテルアミン；エチレンジアミン、１，３
－ジアミノプロパン、ヘキサメチレンジアミン、ジプロピレンジアミン及び３，３‘－ジ
メチル－４，４’－ジアミノフェノールメタン、ならびにジエチルトリアミン、ジプロピ
ルトリアミン、ビスヘキサメチレントリアミン及びＮ－獣脂脂肪族１，３－ジアミノプロ
パンのようなジアミン及びオリゴアミンなどが例示できる。特に、２－（ジエチルアミノ
）エチルミン, ３－（ジエチルアミノ）プロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－１，４－ブ
タン－ジアミン、１－ジエチルアミノ－４－アミノペンタン、Ｎ－（３－アミノ－プロピ
ル）モルフォリン、Ｎ－（２－アミノエチル）ピペラジン、１－メチルピペラジン及びア
ミノエチルピペラジン、好ましくは３－（ジメチルアミノ）プロピルアミン及び／又はＮ
－（３－アミノプロピル）イミダゾールのような第１級又は第２級アミノ基及び第３級ア
ミノ基を有す脂肪族ジアミンが例示でき、第３級窒素の場合は複素環の部分であっても良
い。
【００５７】
　共重合体中のカルボキシル基又は無水物基はそれぞれ炭素数１～５０、好ましくは４～
３０を有す第1級、第2級及び第3級アルコールでエステル化できる。これらのアルコール
は直鎖又は分岐の飽和又は不飽和のものである。適切なアルコールとして下記のものを例
示する：
　メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、イ
ソブタノール、ペンタノール、ヘキサノール、オクタノール、2－エチルヘキサノール、
ノナオール、デカノール、ドデカノール、トリデカノール及びこれらの異性体、シクロヘ
キサノール、獣脂脂肪族アルコール、ステアリルアルコールやオレイルアルコールのよう
な脂肪族アルコール、Ｃ９／Ｃ１１オキソアルコールやＣ１３／Ｃ１５オキソアルコール
のようなオキソ法アルコールのような脂肪族及び脂環式アルコール；炭素数１２～２４の
チーグラーアルコール；アルキルフェノール、ビスフェノール　Ａ及びエトキシル化アル
キルフェノールのような芳香族アルコール；エチレングリコール、１，１０－デカンジオ
ール、２－エチル－２－ヒドロキシメチルプロパン－１，３－ジオール、グリセロール、
ペンタエリスリトール、ソルビトール及びグルコースのようなジオール、オリゴオール及
びポリオール；エチレングリコールモノエチルエーテル、ジー及びトリエチレングリコー
ルモノエチルエーテル、２－ブトキシエタノール、ジー及びトリエチレングリコールモノ
ブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、２－フェノキシエタノール
もしくは２－（２－フェノキシエトキシ）エタノール、ポリテトラヒドロフラン、ポリエ
チレングリコール及びポリプロピレングリコールのようなエーテルアルコール及びポリエ
ーテルジオール。
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【００５８】
　共重合体中の酸基を中和するために、前述した水酸化アルカリ金属、水酸化アルカリ土
類金属及びアンモニア以外に、第1級、第2級又は第3級アミン及びアミノアルコールを使
用することができる。共通塩基類（common bases)の例として、水酸化カルシウム、水酸
化マグネシウム、ブチルアミン、ジブチルアミン、トリエチルアミン、N－オレイル－１
，３－プロパンジアミン、ジメチルアミノエタノール、ジエチルアミノエタノール、アミ
ノメチルプロパノール、２－ジブチルアミノエタノール、モノアミン、ジアミン又はポリ
アミンアルコキシレート、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン又はトリエタノー
ルアミン、N、N－ビス[ポリ（オキシエチレン）]－N－オレイルアミンがあり、特に、市
場で一般的になっているもので、水酸化ナトリウム及び／又は水酸化カリウムの２５～５
０重量％力価のアルカリ溶液又はアミノアルコールの形をとっているものが好ましい。
【００５９】
　中和の程度は共重合体の親水性及び企図している使用により導くことになる。従って、
親水的に調節した重合体の中和は疎水的に調節したものよりも遥かに中和が少なくて済む
。強い塩基性を必要とするシステムに使用する場合には、過剰の塩基を用いることが有利
であるというようなケースもある。また、中和の程度は中和剤の種類によるので、トリエ
チレンアミンを使用する場合は水酸化カリウムを使用する場合に比べ、中和の程度を高く
しなければならない。最終製品の溶解性、分散特性及び安定性は、とりわけ中和の程度に
よるものである。一般的に、無水物基を完全に加水分解した後の共重合体中に残存してい
る酸基の中和の程度は０～１００％、特に、５０～１００％が好ましい。しかし、多くの
場合に、中和しないで共重合体を使用することができる。
【００６０】
　中和は好ましくは４０から１００℃、より好ましくは５０～７０℃の温度で、水による
均一化もしくは中和剤の添加により行う。加圧リアクターでは高温を使うが、この場合に
は存在するエステル基やアミド基の加水分解安定性を考慮することが必要である。共重合
体中に存在する無水物基はこの過程で加水氏分解してカルボキシル基になり、中和の対象
となる。直ぐ使用できる状態にあるポリマー分散のｐHは４～１０、好ましくは５～８、
より好ましくは７±０．５である。
【００６１】
　フリーカルボキシル基の加溶媒分解もしくは加水分解及び／又は中和と同様に、アンモ
ニアもしくは第1級アミンを用いて、反応条件を適切に選ぶことにより、共重合体中のジ
カルボキシ無水物単位からイミド構造作ることが可能である。エステル化もしくはアミド
化共重合体と同じ方法で、これらのイミド官能性共重合体を水系分散や水溶液に変換する
ことができる。
【００６２】
　使用するモノマー（ａ）～（ｄ）の分子量及び種類と量を変えることで、本発明の化合
物の効果や相溶性を各種の溶媒、キャリア媒体、バインダー、レジン、固形物及び適切な
場合には、更に本発明の製品が使用されるコーティング組成物や成形用組成物に存在する
重合体化合物のいづれにも合わせることができる。
【００６３】
　水系塗料や電着コーティングような高度極性システムに使用するためには、重合体が、
特定用途分野に適するような水溶解性を有すようにポリエチレンオキシド及び／又はカル
ボキシレート基のような極性基を十分に高い比率で含むようにしなければならない。しか
しながら、その比率が高過ぎると水に対する敏感性が不必要に増加することに留意しなけ
ればならない。
【００６４】
　ロング・オイルアルキド塗料、ＰＶＣプラスチゾル又はポリオレフィンのような無極性
システムに使用する場合には、適切な割合の無極性基でなければならない。従って、色素
濃縮物(pigment concentrates) のような幅広い相溶性を必要とするシステムに使用する
場合には、極性基と無極性基の組合せのバランスが大切である。
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【００６５】
　本発明の共重合体は固体物の湿潤剤及び分散剤として驚くほど適している。特に、水系
、溶媒系又は溶媒フリーの重合体組成物、塗料、ポリビニルクロライド、グラフィックイ
ンク、トナー、インクジェットインクのようなプリントインク、粉体コーティング材料又
はＵＶコーティング材料の湿潤剤及び分散剤として優れている。
【００６６】
　公知の分散剤で知られている技術に従い、公知の分散剤の代わりに本発明の分散剤を使
用することができる。従って、例えば、色素入りならびに／もしくは充填剤入り塗料、プ
リントインク、ペースト、色素濃縮物及び／又はポリビニルクロリド、不飽和ポリエステ
ル、ポリオレフィン、ポリウレタンなどのような重合体組成物の製造に使用することがで
きる。　例としては、アルキド樹脂、ポリエステル樹脂、アクリレート樹脂、ポリウレタ
ン樹脂又はエポキシ樹脂のようなフィルム形成バインダー、及び／又は溶媒、色素ならび
に、必要に応じて充填材、本発明の分散剤及び一般的な助剤を混合して色素入り塗料を製
造するために本発明の分散剤を使用することができる。水ベースのコーティングの例とし
て、エマルジョン塗料、車体用の陰極又は陽極電着コーティング、又は水系二成分コーテ
ィング材料がある。
【００６７】
　更に、本発明の分散剤は色素濃縮物のような固体物濃縮物の製造に特に好適である。こ
の目的のために、本発明の化合物を有機溶媒、可塑剤及び／又は水のようなキャリア媒体
に加えた後に分散する固体物を攪拌しながら加える。さらに、これらの濃縮物はバインダ
ー及び／又は他の助剤を含有することができる。ついで、これらの固体物濃縮物を異なる
バインダーに入れることができる。代わりに、溶媒を使用しないで色素を分散剤に直接分
散することができ、特に、色素入り熱可塑性及び熱硬化性ポリマー処方に適している。
【００６８】
　最後に、本発明は次のような分散剤の使用を提供するものである。すなわち、基板上の
色素入りコーティング、基板に塗布する色素入りコーティング材料及び焼成又は硬化もし
くは架橋される基板に塗布する色素入りコーティング材料の製造にこの種の分散剤を使用
することである。
【００６９】
　本発明の分散剤は単独で又は公知技術で通例使用される分散剤と一緒に使用する。例え
ば、ポリオレフィンに使用する場合には、本発明の分散剤と一緒にキャリア材料として対
応する低分子量のポリオレフィンをするのが好都合である。
【００７０】
　本発明のもう一つの発明的使用は粉末粒子及び／又は繊維状粒子の形に分散可能な固体
物、特に、必要な場合には粒子を本発明の分散剤でコーティングするが、分散可能色素又
は重合体充填材を製造することにある。有機及び無機固体物によるこの種のコーティング
は例えば、特許文献８（EP-A-0 270 126）に記載されている既知の方法によって行う。こ
の場合に、溶媒又はエマルジョン媒体は混合物から除去されるか残存し、ペーストができ
る。これらのペーストは通常の市販品であり、更にバインダー、助剤、添加剤を含むこと
ができる。特に色素の場合には、色素の合成中又は合成後に色素の表面をコーティングす
ることができる。例えば、色素の仕上げ中又は仕上げ後に本発明の分散剤を色素のサスペ
ンジョンに加えて色素表面をコーティングする。このようにして事前に処理された色素は
未処理のものと比べて、混和が著しく容易となり、粘度、凝集性及び光沢性能が高められ
、色強度が高くなる。
【００７１】
　本発明の分散剤は、上述した微粉や繊維状固体物の分散剤及びコーティング材料として
の用途の他に、合成樹脂の粘度低下剤や相溶化剤としても使用されるし、例えばポリマー
ブレンドのような非相溶性成分の混合物の相溶性を向上させるためにも使用される。その
ような合成樹脂の例としてはシートモールディング組成物（ＳＭＣ）及びバルクモールデ
ィング組成物（ＢＭＣ）として知られているものがあり、充填材や繊維の含有量が多い不



(16) JP 5159032 B2 2013.3.6

10

20

30

40

50

飽和ポリエステルからできるものである。これらの調整や加工については特許文献９（DE
-A-36 43 007）の実施例に記載されている。
【００７２】
　他の例としては、ポリウレタンの製造に使用される非相溶性のポリオール混合物、ポリ
イソシアネート混合物又はポリオール／発泡剤組成物がある。本発明の分散剤を使用する
と、非相溶性に起因する分離という問題を部分的あるいは全体的に避けることができる場
合が多い。
【００７３】
　本発明の分散剤の使用量は分散される固体物に対して０．５～１００重量％である。し
かしながら、分散される固体物が特殊なものの場合には、より多くの量の該分散剤を用い
ることが必要である。
　分散される固体物の表面積を分散剤で被覆するので、分散剤の量は本質的にその表面積
によるものである。例えば、カーボンブラックの場合はＴｉＯ2よりも実質的により多く
の分散剤を必要とする。
【００７４】
　微粉又は繊維状固体物の例としては、公知技術にしたがって分散剤でコーティングされ
るものがあり、塗料、他のコーティング材料、成形用組成物又は他のプラスチック類に使
用される有機及び無機の色素、及び充填もしくは強化塗料、他のコーティング材料、成形
用組成物又は他のプラスチック類に使用される有機又は無機の充填材がその例である。そ
のような充填材の一つとして、有機及び／又は無機の繊維があり、同様に充填材もしくは
強化材料として使用されるものである。
【００７５】
　色素の例として下記に例示する：
　モノ－、ジ－、トリ－及びポリアゾ色素、オキサジン、ジオキサジン及びチアジン色素
、ジケトピロロピロール、フタロシアニン及び他の金属錯体色素、インジゴイド色素、ジ
フェニルメタン、トリアリールメタン、キサンチン、アクリジン、キナクリドン及びメチ
ン色素、アントラキノン、ピラントロン、ペリレン及び他の多環カルボニル色素、カーボ
ンブラック、グラファイト、二酸化チタン、酸化亜鉛、硫化亜鉛、リン酸亜鉛、硫化バリ
ウム、リトポン、酸化鉄、ウルトラマリン、リン酸マグネシウム、アルミン酸コバルト、
スズ酸コバルト、亜鉛酸コバルト、酸化アンチモン、硫化アンチモン、酸化クロム、クロ
ム酸亜鉛、ニッケル、チタン、亜鉛、マグネシウム、コバルト、鉄、クロム、アンチモン
、マグネシウム及び／又はアルミニウムの混合金属酸化物（例えば、ニッケルチタンイエ
ロー又はクロムチタンイエロー）、純鉄、酸化鉄及び酸化クロム、又はこれらの混合酸化
物ベースの磁性色素、アルミ青銅のような金属効果色素、真珠光沢色素、及び蛍光及び燐
光色素である。
【００７６】
　微粉又は繊維状充填材の例として、アルミナ、水酸化アルミニウム、シリカ、珪藻土、
珪質土、水晶、シリカゲル、タルク、カオリン、マイカ、パーライト、長石、スレート粉
末、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、炭酸カルシウム、カルサイト、ドロマイト、ガラス
もしくは炭素の微粉又は繊維状粒子から成るものがある。他の色素や充填材の例が特許文
献８（EP-A-0 270 126）の実施例に記載されている。
【００７７】
　更に、炭酸カルシウム又は酸化カルシウムのような鉱物系充填材、水酸化アルミニウム
又は水酸化マグネシウムのような難燃剤及びシリカのような艶消し剤の分散化と安定化を
見事に行うことができる。
【実施例】
【００７８】
　本発明の共重合体について、以下の実施例により詳細に説明する。
製造実施例
　別途記述しない限り、平均分子量は数平均分子量Ｍｎのことである。
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【００７９】
実施例１
１２モルの無水マレイン酸（ＭＡＡ）、４．５モルのトール油脂肪酸、抱合型ひまわり脂
肪酸及び３モルのポリオキシエチレンアリルメチルエーテルの共重合体（平均ＭＷ（分子
量）が４５０ｇ／モル）
　トール油脂肪酸の４０．６ｇ（等量（ＥＷ）＝２８９ｇ／モル）、抱合型ひまわり脂肪
酸３９．５ｇ（ＥＷ＝２８１ｇ／モル）、ＭＡＡ３６．７ｇ（０．３７４５モル）及びポ
リオキシエチレンアリルメチルエーテル４２．１ｇ（０．０９３６モル）の混合物を反応
槽に入れ、攪拌しながら１３７℃に加熱した。ジプロピレングリコールジメチルエーテル
５３ｇにｔｅｒｔ－ブチルパーベンゾエート（ＴＢＰＢ）４．２４ｇを溶解した液を4時
間かけて滴下した。添加終了後に、この混合物を１３７℃で０．５時間攪拌した。生成物
には７５％の固体物（ＳＣ）が含まれる。
【００８０】
実施例２
実施例１の生成物とジェフアミン（Jeffamin　Ｍ２０７０（ＥＯ／ＰＯ比が７０／３０で
、数平均ＭＷが２０００の第1級モノアミンアルコキシレート：Huntsman社製））との反
応生成物
　実施例１の生成物９１ｇをジェフアミン　Ｍ２０７０　８４ｇ及びｐ－トルエンスルホ
ン酸０．１８ｇと混合し、混合物を１７０℃で３時間攪拌する。ついで、反応で生成する
水を１７０℃で３時間、蒸留除去する。得られた生成物のアミン数は１未満であり、酸価
は約４６である。
【００８１】
実施例３
実施例１の反応生成物とベンジルアミンとの反応生成物
　実施例１の生成物１０８ｇ、ベンジルアミン８ｇ及びｐ－トルエンスルホン酸０．１２
ｇを混合し、この混合物１７０℃で3時間攪拌する。ついで、反応で生成する水を３時間
かけて蒸留除去する。この時の温度は最初が１７０℃で、段階的に上げ、蒸留の最後は１
８２℃に上げる。得られた生成物のＳＣは１００％である。
【００８２】
実施例４
実施例３の生成物とジエチルエタノールアミンとの塩化（Salification）生成物
　実施例３の生成物３９ｇを蒸留水１４２ｇで均質化する。ついで、ジエチルエタノール
アミン５ｇを室温でゆっくりと添加する、次に、この混合物を５０℃で更に５分間攪拌す
る。得られた混合物のpＨは７である。
【００８３】
実施例５
１２モルのMAA、４モルのトール油脂肪酸、４モルの抱合型ひまわり脂肪酸、３モルのポ
リオキシエチレンアリルメチルエーテル（平均分子量MW＝１１００ｇ／モル）及び１モル
のポリオキシプロピレンモノアリルエーテルモノアセテート（平均MW＝１，６００ｇ／モ
ル）の共重合体
　トール油脂肪酸の２４．８ｇ（ＥＷ＝２８９）、抱合型ひまわり脂肪酸２４．１ｇ（Ｅ
Ｗ＝２８１）、ＭＡＡ２５．２ｇ（０．２５７モル）、ポリオキシエチレンアリルメチル
エーテル７０．７ｇ（０．０６４３モル）及びポリオキシプロピレンモノアリルエーテル
モノアセテート３６．2ｇ（０．０２２６モル）の混合物を反応槽に入れ、攪拌しながら
１３７℃に加熱した。ジプロピレングリコールジメチルエーテル６０ｇにＴＢＰＢ４．８
３ｇを溶かした液を4時間かけて滴下した。添加終了後に、この混合物を１３７℃で、さ
らに０．５時間攪拌した。生成物のＳＣは７６％である。
【００８４】
実施例６
実施例５の生成物とジエチルエタノールアミンとの塩化生成物
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　実施例５の生成物５４ｇを蒸留水３１ｇで均質化する。ついで、ジエチルエタノールア
ミン７．８ｇを室温でゆっくりと添加する、次に、この混合物を５０℃で、さらに５分間
攪拌する。得られた混合物のpＨは７である。
【００８５】
実施例７
１２モルのMAA、４モルのトール油脂肪酸、５モルのポリオキシエチレンアリルメチルエ
ーテル（平均分子量MW＝１，１００ｇ／モル）及び５モルのポリオキシプロピレンモノア
リルエーテルモノアセテート（平均MW＝１，６００ｇ／モル）の共重合体

　トール油脂肪酸の７．２ｇ（ＥＷ＝２８９）、ＭＡＡ１４．７ｇ（０．１５モル）、ポ
リオキシエチレンアリルメチルエーテル６８．９ｇ（０．０６２６モル）及びポリオキシ
プロピレンモノアリルエーテルモノアセテート１０６ｇ（０．０６６３モル）の混合物を
反応槽に入れ、攪拌しながら１３７℃に加熱した。ジプロピレングリコールジメチルエー
テル６６ｇにＴＢＰＢ５．２５ｇを溶かした液を4時間かけて滴下した。添加終了後に、
この混合物を１３７℃で、さらに０．５時間攪拌した。
【００８６】
実施例８
実施例７の生成物とジエチルエタノールアミンとの塩化生成物
　ジエチルエタノールアミン６．１ｇを蒸留水４１ｇとジプロピレングリコールジメチル
エーテル３７．６ｇとで均質化する。ついで、実施例７の生成物７９ｇを６０℃でゆっく
りと添加する、次に、この混合物を６０℃で、さらに１５分間攪拌する。
【００８７】
実施例９
１２モルのＭＡＡ、８モルの抱合型ひまわり脂肪酸のモノフェニルグリコールエステル（
平均当量＝４３０ｇ／モル）、３モルのポリオキシエチレンアリルメチルエーテル（平均
MW＝１，１００ｇ／モル）及び１モルのポリオキシプロピレンモノアリルエーテルモノア
セテート（平均MW＝１，６００ｇ／モル）の共重合体。
　モノフェニルグリコールエステル８０ｇ（０．１８４４　ｅｑ）、ＭＡＡ２７．１ｇ（
０．２７６５モル）、ポリオキシエチレンアリルメチルエーテル７６ｇ（０．０６９２モ
ル）及びポリオキシプロピレンモノアリルエーテルモノアセテート３９ｇ（０．０２４４
モル）の混合物を反応槽に入れ、攪拌しながら１３７℃に加熱した。ジプロピレングリコ
ールジメチルエーテル７４ｇにｔ－ブチルパーベンゾエート（ＴＢＰＢ）５．９２ｇを溶
かした液を4時間かけて滴下した。　添加終了後に、この混合物を１３７℃で、さらに０
．５時間攪拌した。生成物のＳＣは７５％である。
【００８８】
実施例１０
実施例９の生成物とジエチルエタノールアミンとの塩化生成物
　ジエチルエタノールアミン６ｇと蒸留水４０ｇ及びジプロピレングリコールジメチルエ
ーテル２６．６ｇとを均質化する。ついで、実施例９の生成物６６ｇを６０℃でゆっくり
と添加する、次に、この混合物を６０℃で、さらに１５分間攪拌する。
【００８９】
実施例１１
実施例９の生成物とジエチルエタノールアミン、及び平均当量７７０ｇ／モルのエトキシ
ル化オレイルアミンとの塩化生成物
　ジエチルエタノールアミン４．１ｇ及びオレイルアミンエトキシレート１２．８ｇを蒸
留水０．６ｇ及びブチルグリコール４１ｇで均質化する。ついで、実施例９の生成物５０
ｇを６０℃でゆっくりと添加する、次に、この混合物を６０℃で、さらに１５分間攪拌す
る。
【００９０】
実施例１２
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１２モルのMAA、６モルの抱合型ひまわり脂肪酸、６モルのポリオキシプロピレンモノア
リルエーテルモノアセテート（平均MW＝２，２００ｇ／モル）の共重合体
　抱合型ひまわり脂肪酸３６ｇ（ＥＷ＝２８１）、ＭＡＡ５０ｇ（０．５１０２モル）及
びポリオキシプロピレンモノアリルエーテルモノアセテート５６３ｇ（０．２５６モル）
を反応槽に入れ、攪拌しながら１３７℃に加熱した。ＴＢＰＢ１０．７ｇを２時間かけて
滴下した。添加終了後に、この混合物を１３７℃で、さらに１時間攪拌した。
【００９１】
実施例１３
実施例１２の生成物とジエチルエタノールアミンとの塩化生成物
　ジエチルエタノールアミン１９ｇと蒸留水２４０ｇとを均質化する。ついで、実施例１
２の生成物１４３gを６０℃でゆっくりと添加する、次に、この混合物を６０℃で、さら
に３０分間攪拌する。
【００９２】
実施例１４
１３．２モルのＭＡＡ、１．５モルのトール油脂肪酸、３モルの抱合型ひまわり脂肪酸、
４モルのポリオキシエチレンアリルメチルエーテル（平均MW＝１，１００ｇ／モル）、１
．５モルのポリオキシプロピレンモノアリルエーテルモノアセテート（平均MW＝１，６０
０ｇ／モル）及び2モルのポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレン－アリルメチルエ
ーテル（EO／PO＝７０／３０、　Mn=１８５０ｇ／モル）の共重合体。
　トール油脂肪酸８．７ｇ（EW=２８９）、抱合型ひまわり脂肪酸１６．９ｇ（EW=２８１
）、ＭＡＡ２６ｇ（０．２６５モル）、ポリオキシエチレンアリルメチルエーテル８８．
４ｇ（０．０８モル）、ポリオキシプロピレンモノアリルエーテルモノアセテート４８．
２ｇ（０．０３モル）及びのポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレン－アリルメチル
エーテル７２．３ｇ（０．０３９モル）の混合物を反応槽に入れ、攪拌しながら１４０℃
に加熱した。ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシド４．９ｇを4時間かけて滴下した。添加
終了後に、この混合物を１４０℃で、さらに０．５時間攪拌した。
【００９３】
実施例１５
実施例１４の生成物とジエチルエタノールアミンとの塩化生成物
　ジエチルエタノールアミン８ｇと蒸留水１１４ｇとを均質化する。ついで、実施例１４
の生成物６８gを６０℃でゆっくりと添加する、次に、この混合物を６０℃で更に３０分
間攪拌する。
【００９４】
実施例１６
実施例１の生成物とジメチルアミノプロピルアミンとの反応生成物
　Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアミン１１．３をキシレン１２０ｇに溶解し、この溶
液を１２０℃に加熱する。ついで、実施例１の生成物１５１ｇを２０分かけて加える。次
に、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール０．７ｇを添加し、この混合液を還流下で
１時間攪拌する。ついで、この反応の水を約１４４℃で蒸留除去する。キシレンを蒸留に
より除去し、同量のメトキシプロピルアセテートで置き換える。
【００９５】
実施例１７
１６モルのＭＡＡ、２モルのトール油脂肪酸、３モルの抱合型ひまわり脂肪酸、４モルの
ポリオキシエチレンアリルメチルエーテル（平均MW＝１，１００ｇ／モル）、１．５モル
のポリオキシプロピレンモノアリルエーテルモノアセテート（平均MW＝１，６００ｇ／モ
ル）及び2モルのポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレン－アリルメチルエーテル（E
O／PO＝７０／３０、　Mn=１，８５０ｇ／モル）の共重合体。
　トール油脂肪酸１０．７ｇ（EW=２８９）、抱合型ひまわり脂肪酸１５．６ｇ（EW=２８
１）、ポリオキシエチレンアリルメチルエーテル８１．４ｇ、ポリオキシプロピレンモノ
アリルエーテルモノアセテート４４．４ｇ及びのポリオキシエチレン－ポリオキシプロピ
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に加熱した。ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシド３．７ｇを4時間かけて、連続的に量り
入れると同時に、ＭＡＡ２９ｇを少しずつ添加した。添加終了後に、この混合物を１４０
℃で、さらに０．５時間攪拌した。
【００９６】
実施例１８
水で希釈した実施例１４の生成物
　蒸留水１１６ｇを反応槽に入れ、約５０℃に加熱した。ついで、実施例１４の生成物７
９ｇをゆっくりと添加した後、この系を８０℃で３０分間攪拌した。得られた生成物は少
し濁っており、固体物含量（SC）が４０％、粘度は低いものである。
【００９７】
使用実施例
　異なる2種類の色素をベースとした水系色素濃縮物を製造することにより、本発明の化
合物を評価した。２０℃で1日貯蔵した後、その粘度を目視で評価した。すなわち、粘度
が低いほど、良い分散結果が得られる。下記で示す処方類中の数字の単位はグラムである
。発明では無いものとして、比較例に特許文献１（EP 1 142 972 A2）の製造実施例１の
生成物（無水マレイン酸とメチルポリエチレングリコールモノビニルエーテル及びポリプ
ロピレングリコール－ビス－マレイン酸の共重合体）を使用した。
【００９８】
　色素ペーストの調整のために、下記表に示した材料をディスパーマット(Dispermat)の
温度調節槽に連続して量り入れ、同量の１ｍｍ又は２ｍｍのガラスビーズを混合し、つい
で、４０℃で４０ｍｍのテフロンディスクを用いて分散した。酸化チタンTioxide  TR－
８５の場合には、２ｍｍのガラスビーズを用い、１８ｍ／ｓ（８,０００ｒｐｍ）の周速
度で、分散時間を３０分とした。フタロシアニンブルー　HeliogenBlau　Ｌ７１０１Ｆの
場合には、１ｍｍのガラスビーズを用い、２３ｍ／ｓ（１０,０００ｒｐｍ）の周縁速度
で、分散時間を４０分とした。AMP  ９０（アミノメチルプロパノール）を用いて、色素
濃縮物のpＨを８．０に合わせた。
【００９９】
　分散したペーストは紙製篩（メッシュサイズ：８０μｍ）で篩に掛け、ガラス瓶に移し
た。非常に良好なレオロジー特性を有す流動性色素ペーストが本発明の付随的化合物とし
て得られた。逆に、本発明では無い比較化合物である青色ペーストは非常に高に粘度を示
した。
　白色減退（white reductions）のデルタEをByk-Gardner社の「ＴＣＳ」機器を使用し、
ＤＩＮ　５０３３に従って決定した。
【０１００】
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【表１】

【０１０１】
　白色及び青色ペーストを用いて、水系２成分（２Ｋ）エポキシシステム（Vantico社のA
radur 39 BD/Araldite PZ 756/67 BD）及び水系２Ｋポリウレタンニス（Bayer社のSetalu
x 6511AQ-47/Bayhydur 3100、Desmodur VP LS 2150/1）に白色減退を作成した。
【０１０２】
２Ｋ　ＥＰ　ニス
Ａｒａｄｕｒ　３９　ＢＤ　　　　　　　４１．００
脱塩水　　　　　　　　　　　　　　　　１６．００　　　　　　　　　　Ａ成分
Ｄｏｗａｎｏｌ　ＰｎＢ　　　　　　　　　９．００
ＢＹＫ（登録商標）－３４７　　　　　　　０．１３（Ａ成分ベースの０．２％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６．１３

Ａｒａｌｄｉｔｅ　ＰＺ　756／67　ＢＤ　　３４．００　　　　　　　　　Ｂ成分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   １００．１３

Ａ成分とＢ成分との混合比＝６６：３４
全処方ベースの＋３０％脱塩水
【０１０３】
２Ｋ　ＰＵ　ニス
Ｓｅｔａｌｕｘ　６５１１　ＡＱ－４７　　　５３．６
脱塩水　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０
Ｓｏｌｖｅｓｓｏ　１００（ＳＮ）　　　　　　１．３　　　　　　　　　Ａ成分
ＢＹＫ（登録商標）－３４５　　　　　　　　　０．２
ＢＹＫ（登録商標）－３３３　　　　　　　　　０．２

Ｂａｙｈｙｄｕｒ　３１００　　　　　　　　１１
Ｄｅｓｍｏｄｕｒ　ＶＰ　ＬＳ　2150／１　　２０．４　　　　　　　　　Ｂ成分
ブチルアセテート　　　　　　　　　　　　　　２．６
ブチルグリコールアセテート　　　　　　　　　１　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．３
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Ａ成分とＢ成分との混合比＝６５：３５
全処方ベースの＋２０％脱塩水
【０１０４】
　擦り取り試験（rubout　test）法により、凝集安定性を評価した。この試験のために、
塗料を傾斜度約８０°のガラスプレート上に注ぎ、初期乾燥の直前まで放置して蒸散させ
、ついで、一定の色になるまでプレート面積の約３分１を指で擦った。フィルムが硬化し
た後に、擦った部分と擦っていない部分との色強度の差を決定した。それがデルタ（Delt
a）E値である。デルタE値が小さくなればなるほど、凝集や分離現象に関する色素の安定
性が良くなる。
【０１０５】
　上記処方に示した市販品の化学的特性は次のようである：　Aradur 39 BDはアミン硬化
剤である。Araldite PZ 756/67 BDはエポキシ樹脂エマルジョン、Bayhydur 3100 はＨＤ
Ｉベースのポリイソシアネート、Byk-011は重合物質及び親水性固体物ベースのシリコン
フリーの消泡剤、Byk（登録商標）-333、Byk（登録商標）-345及びByk（登録商標）-347
はポリエーテル修飾のポリシロキサン、Byk（登録商標）-420は修飾した尿素ベースのレ
オロジー添加剤、Desmodur VP LS 2151/1はＩＰＤＩベースのポリイソシアネート、Dowan
ol PnBはプロピレングリコールブチルエーテル、Proxel GXLは防腐剤、Setalux 6511 AQ-
47は水酸基官能性ポリアクリレート樹脂及びSolvesso 100（SN）は溶媒ナフサ。
【０１０６】
ニスと白色ペースト及びカラーペーストとのブレンド
　下記に示したニス／白色ペースト混合物が２０％のＴｉＯ2を含むように、白色ペース
トをニスに加えた。

ニス（ストック（stock）ニス⇒比較例　Ａ）　　２８
＋白色ペースト
カラーペースト                               　　２
　　　　　　　　　　　　　　　　　           ３０

　スカンデックス（Skandex）シェーカーを用いて5分間混合する。
【０１０７】
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【０１０８】
　本発明で無い比較例を使用して製造した白色ブレンドは、それが持つ凝集傾向に起因し
て最大の浮遊性を示し、かつ不十分な粉状色素粒子に起因して、小片状で低光沢性、高ヘ
イズ値及び表面欠陥を示す。
【産業上の利用可能性】
【０１０９】
　本発明の共重合体は固体物の湿潤剤及び分散剤として、塗料、ポリビニルクロライド、
グラフィックインク、トナー、インクジェットインクのようなプリントインク、粉体コー
ティング材料又はＵＶコーティング材料に用いられる。
　更に、本発明の共重合体の前駆体は、塗料やコーティングの分野より広い用途分野、例
えば、塗料、印刷インク、色素濃縮物及び／又は重合体組成物のような溶媒系、水系及び
／又はソルベントフリー系システムで使用できる。
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